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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期　第１四半期
累計(会計)期間

第65期　第１四半期
累計(会計)期間

第64期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 3,364,469 2,948,846 12,870,656

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
94,767 △13,234 187,399

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△37,850 3,230 △837,939

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 1,000,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数（千株） 7,275 7,275 7,275

純資産額（千円） 2,465,640 1,641,797 1,664,991

総資産額（千円） 9,057,575 7,906,314 7,605,358

１株当たり純資産額（円） 393.90 262.32 266.03

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△6.04 0.52 △133.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 4.00

自己資本比率（％） 27.22 20.77 21.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
91,691 △126,473 664,978

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△31,467 △54,586 △94,715

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
93,994 279,772 △463,449

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
606,691 657,997 559,285

従業員数（人） 263 261 261

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 261 (42)

　（注）　　従業員数は就業人員(常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数は、当第1四半期会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。  
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

その他（千円） 138,721 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

みやげ卸売事業（千円） 1,414,382 －

みやげ小売事業（千円） 183,973 －

温浴施設事業（千円） － －

アウトドア用品事業（千円） 209,127 －

報告セグメント計（千円）　 1,807,483 －

その他（千円）　 113,173 －

合計（千円） 1,920,657 －

　（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

 当社のみやげ品製造卸部門においては、販売計画に基づいた見込み生産を行っているため、該当事項はありませ

ん。　

(4）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

みやげ卸売事業（千円） 1,726,246 －

みやげ小売事業（千円） 325,040 －

温浴施設事業（千円） 405,546  －

アウトドア用品事業（千円） 232,732 －

報告セグメント計（千円）　 2,689,566 －

その他（千円） 259,280 －

合計（千円） 2,948,846 －

　(注)１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、一部で景気に持ち直しの動きがみられるものの、失業率が高水準

にあるなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。

レジャー業界におけます旅行客の動向は、円高傾向による割安感などから海外旅行客の増加がみられました。一

方国内旅行につきましては、旅行客のニーズの変化による団体旅行客の減少に歯止めがかからず、総じて低調に推

移いたしました。

このような状況のなか、当社は、みやげ品事業におきましては、消費者の皆様に支持される地域の特色を生かし

た商品開発に取り組んでまいりました。また、温浴施設事業におきましては、各施設のリピーター客の増加を図る

ため、各種サービスのレベルアップや質の向上に努めてまいりました。

この結果、当第1四半期会計期間の売上高は2,948百万円（前年同四半期比12.4％減）、営業損益は△11百万円

（前年同四半期営業利益は110百万円）、経常損益は△13百万円（前年同四半期経常利益は94百万円）、四半期純

利益は３百万円（前年同四半期純損失は37百万円）となりました。

セグメント別業績は次のとおりであります。

①みやげ品卸売事業

　　みやげ品卸売事業は、地域の特色を生かした商品の開発を行い、公共交通機関の販売部門市場を中心に、新製

品の販売に努めてまいりました。また、有力販売先への当社主力商品の専用什器の設置を行う等、積極的な営業

展開を図ってまいりました。その結果、売上高は1,726百万円となり、営業利益は48百万円となりました。

②みやげ品小売事業

　　みやげ品小売事業は、軽井沢、善光寺、八ヶ岳の「旬粋店」を中心に各観光地のロケーションにあった販売商

　品構成に努めてまいりました。特に長野県内直営店舗におきましては、当社主力商品の「白樺の詩」の商品展開

に努めました。その結果、売上高は325百万円となり、営業利益は7百万円となりました。　　　　　　　　　

③温浴施設事業

　　温浴施設事業は、各施設毎のリピーター客の増加を図るため、接客サービスのレベルアップや飲食・リラクゼ

　ーション等の質の向上に努めてまいりました。その結果、売上高は405百万円となり、営業損失は11百万円とな　

りました。

④アウトドア用品事業

　　アウトドア用品事業は、ユーザー参加型イベントの企画・開催によるお客様ニーズの発掘と購買意欲の喚起に

  努めてまいりました。その結果、売上高は232百万円となり、営業利益は26百万円となりました。

⑤その他

　　その他は、不動産賃貸部門及び、みやげ品製造部門等が含まれています。売上高は259百万円となり、営業利

　益は11百万円となりました。　　
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）の現金及び現金同等物の残高は657百万円と前事業年度末に比

べ98百万円増加しました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加額が113百万円となりま

したが、たな卸資産の増加額213百万円等により126百万円の支出となりました。（前年同四半期は91百万円の収

入）　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、54百万円の支出となりましたが、これは

主に、有形固定資産の取得による支出によるものです。（前年同四半期は31百万円の支出）　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の純額の増加額365百万円となり

ましたが、社債の償還による支出40百万円等により279百万円の収入となりました。（前年同四半期は93百万円の

収入）

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

（4）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。　

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,275,000 7,275,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株式数

1,000株

計 7,275,000 7,275,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日　

～　

平成22年６月30日　

　－ 7,275,000－　 1,000,000　　　－ 720,835

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　1,016,000　 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　6,234,000　 6,234 －

単元未満株式 　普通株式     25,000 － －

発行済株式総数 7,275,000 － －

総株主の議決権 － 6,234 －

　（注）　上記「完全議決株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式５千株（議決権の数５個）が含まれて

おります。　

 

②【自己株式等】

 

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社タカチホ
　長野県長野市大豆島

　5888番地
1,016,000－ 1,016,000 13.97

計 － 1,016,000－　 1,016,000 13.97
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 134 134 120

最低（円） 124 115 116

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、公認会計士桜友共同事務所の公認会計士

鈴木智喜氏及び公認会計士松渕敏朗氏による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。　

資産基準　　　　   2.1 ％　

売上高基準　　　   0.3 ％

利益基準　　　　 △0.6 ％

利益剰余金基準　   0.3 ％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 894,753 799,041

受取手形及び売掛金 1,001,101 986,128

商品及び製品 862,506 652,797

原材料及び貯蔵品 77,150 72,994

その他 123,739 106,689

貸倒引当金 △6,314 △6,233

流動資産合計 2,952,937 2,611,418

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,711,563

※1
 1,753,251

土地 1,009,894 1,009,894

その他（純額） ※1
 287,380

※1
 267,258

有形固定資産合計 3,008,838 3,030,404

無形固定資産 66,218 66,001

投資その他の資産

敷金及び保証金 986,928 1,021,194

その他 961,643 965,287

貸倒引当金 △70,252 △88,947

投資その他の資産合計 1,878,319 1,897,534

固定資産合計 4,953,376 4,993,940

資産合計 7,906,314 7,605,358

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 715,645 602,270

短期借入金 2,429,561 2,405,350

未払法人税等 6,393 86,915

賞与引当金 96,459 57,065

返品調整引当金 5,575 6,942

ポイント引当金 8,650 13,915

その他 413,066 501,088

流動負債合計 3,675,351 3,673,546

固定負債

社債 400,000 400,000

長期借入金 1,640,785 1,299,740

役員退職慰労引当金 50,354 55,629

資産除去債務 308,888 307,214

その他 189,136 204,235

固定負債合計 2,589,164 2,266,819

EDINET提出書類

株式会社タカチホ(E02787)

四半期報告書

12/22



（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債合計 6,264,516 5,940,366

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 720,835 720,835

利益剰余金 124,065 145,869

自己株式 △199,767 △199,767

株主資本合計 1,645,132 1,666,936

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,334 △1,944

評価・換算差額等合計 △3,334 △1,944

純資産合計 1,641,797 1,664,991

負債純資産合計 7,906,314 7,605,358
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 3,364,469 2,948,846

売上原価 2,548,721 2,264,507

売上総利益 815,747 684,339

販売費及び一般管理費 ※
 705,745

※
 695,815

営業利益又は営業損失（△） 110,002 △11,475

営業外収益

受取利息 1,980 1,949

受取配当金 179 5,436

仕入割引 1,818 1,450

受取事務手数料 2,315 4,429

業務受託料 － 6,019

その他 2,757 1,547

営業外収益合計 9,052 20,832

営業外費用

支払利息 23,667 21,911

その他 620 679

営業外費用合計 24,287 22,590

経常利益又は経常損失（△） 94,767 △13,234

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 18,088

受取弁済金 2,604 －

その他 － 4,079

特別利益合計 2,604 22,168

特別損失

減損損失 － 8,860

不正流用損失 2,117 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 136,939 －

特別損失合計 139,057 8,860

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △41,684 73

法人税、住民税及び事業税 69,443 4,761

法人税等調整額 △73,277 △7,918

法人税等合計 △3,834 △3,157

四半期純利益又は四半期純損失（△） △37,850 3,230
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△41,684 73

減価償却費 81,104 54,523

減損損失 － 8,860

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,308 △18,614

賞与引当金の増減額（△は減少） 39,354 39,393

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,122 △1,367

ポイント引当金の増減額（△は減少） 161 △5,264

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,100 △5,275

受取利息及び受取配当金 △2,160 △7,386

支払利息 23,667 21,911

売上債権の増減額（△は増加） △89,089 △14,972

たな卸資産の増減額（△は増加） △125,278 △213,865

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 57,985 2,778

仕入債務の増減額（△は減少） 65,353 113,375

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,260 △7,113

前受金の増減額（△は減少） △907 1,335

その他の資産の増減額（△は増加） 8,832 28,791

その他の負債の増減額（△は減少） 119,397 △28,691

小計 128,145 △31,507

利息及び配当金の受取額 343 5,543

利息の支払額 △22,395 △22,330

弁済金の受取額 25,000 600

法人税等の支払額 △39,402 △78,779

営業活動によるキャッシュ・フロー 91,691 △126,473

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50,500 △39,000

定期預金の払戻による収入 52,000 42,000

有形固定資産の取得による支出 △31,475 △54,325

無形固定資産の取得による支出 － △802

差入保証金の差入による支出 △11,857 △12,755

その他 10,365 10,296

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,467 △54,586

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 500,000 450,000

短期借入金の返済による支出 △800,000 △500,000

割賦債務の返済による支出 △26,615 △26,901

長期借入れによる収入 901,260 551,260

長期借入金の返済による支出 △412,352 △136,004

社債の償還による支出 △50,000 △40,000

配当金の支払額 △18,297 △18,580

財務活動によるキャッシュ・フロー 93,994 279,772

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 154,218 98,712

現金及び現金同等物の期首残高 452,472 559,285

現金及び現金同等物の四半期末残高 606,691 657,997
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積額を算定しております。

棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出は、実地棚卸を省略し、前事業年度

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっており

ます。

　また、棚卸資産の簿価切下げは、収益性が低下していることが明らかな棚卸

資産についてのみ正味売却額を見積り、簿価の切下げを行っております。

　なお、営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で、前事業年

度末において帳簿価額を処分見込価額まで切下げているものについては、当

第１四半期会計期間において前事業年度末から著しい状況の変化がないと認

められるため、前事業年度末における貸借対照表価額を引き続き計上してお

ります。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,436,462千円

　　　であります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,382,524千円

　　　であります。　

２  偶発債務

三菱ＵＦＪリース株式会社を被保証者として、平成

33年12月末までの事業用土地の賃借人としての賃料

(現行月額1,942千円)の支払等一切の債務について、

当該土地の賃貸人に対して連帯保証を行っておりま

す。

２  偶発債務

三菱ＵＦＪリース株式会社を被保証者として、平成

33年12月末までの事業用土地の賃借人としての賃料

(現行月額1,942千円)の支払等一切の債務について、

当該土地の賃貸人に対して連帯保証を行っておりま

す。

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

ポイント引当金繰入額 3,136千円

給与賞与 209,576千円

賞与引当金繰入額 36,893千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,100千円

ポイント引当金繰入額 －千円

給与賞与 213,699千円

賞与引当金繰入額 37,064千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,225千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

（千円）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 857,825

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △251,134

現金及び現金同等物 606,691

　

現金及び預金勘定 894,753

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △236,755

現金及び現金同等物 657,997

　

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　7,275,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　1,016,329株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 25,034 4.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比べて著しい変動がありません。　

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（持分法損益等）

　前第１四半期会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

　当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

（企業結合等関係）

　当第１四半期会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、商品・サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「みやげ卸売事業」、「みや

げ小売事業」、「温浴施設事業」、「アウトドア用品事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

　「みやげ卸売事業」は、ホテル等宿泊施設の他、ＪＲ駅・高速ＳＡのみやげ販売店等に卸売を行っており、

「みやげ小売事業」は、観光地等の当社の直営店にてみやげ品の販売を行っております。

　「温浴施設事業」は、長野県他３県下の６施設でスーパー銭湯の施設を運営しており、「アウトドア用品

事業」は、長野県下４ヶ所の直営店にてアウトドア用品の販売を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日） 

（単位：千円） 

　

　

報告セグメント　

その他

(注)１　
合計　

調整額

(注)２　

四半期

損益計算書

計上額

(注)３　

みやげ　

卸売事業　

みやげ　

小売事業

　

温浴施設

　

事業　

アウトドア

　　　

用品事業　

計

売上高

外部顧客への売上高　

セグメント間の内部売上高

又は振替高

　

1,726,246　

－　

　

325,040

－　　

　

405,546

－　　

　

232,732　

－　

　

2,689,566

－　　

　

259,280

68,946　

　

2,948,846

68,946　　

　

－

△68,946　

　

　

2,948,846

－　　

計　 1,726,246　 325,040　 405,546　 232,732　
2,689,566

　
328,227　

3,017,793

　
△68,946　 2,948,846　

セグメント利益又は損失

(△)
48,833　 7,120　

△11,709

　
26,331　 70,577　 11,413　 81,990　 △93,466　 △11,475　

　(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業を含ん

　　　　　でおります。

　　　２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△93,466千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般

　　　　　管理費等の全社費用であります。

　　　３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 　

　（追加情報）

　　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等に開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

　成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

　第20号　平成20年３月21日）を適用しております。 

 

EDINET提出書類

株式会社タカチホ(E02787)

四半期報告書

18/22



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 262円32銭 １株当たり純資産額 266円03銭

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 6.04円 １株当たり四半期純利益金額 0.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △37,850 3,230

普通株主に帰属しない金額（千円） 　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　　－

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
△37,850 3,230

期中平均株式数（千株） 6,259 6,258

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた処理を行っておりますが、当第１四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度末に比

べて著しい変動がありません。　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

株式会社タカチホ

取締役会　御中

公認会計士　桜友共同事務所　

 公認会計士 鈴木智喜　　印

 公認会計士 松渕敏朗　　印　　

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカチホの平成21

年4月1日から平成22年3月31日までの第64期事業年度の第1四半期会計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）

及び第1四半期累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照

表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカチホの平成21年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1

四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第1四半期会計期間

より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を早期適用している。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社タカチホ

取締役会　御中

公認会計士　桜友共同事務所　

 公認会計士 鈴木智喜　　印

 公認会計士 松渕敏朗　　印　　

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカチホの平成22

年4月1日から平成23年3月31日までの第65期事業年度の第1四半期会計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）

及び第1四半期累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照

表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカチホの平成22年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1

四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社タカチホ(E02787)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	簡便な会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

